
東京都 テレワーク定着に向けた課題解決アドバンス事業 対象企業要件 

※１ 常時雇用する労働者とは、次の①から③を指し、登録型派遣労働者は除きます。 

① 期間の定めなく雇用されている労働者 

② 有期雇用の場合、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年を超えて引き

続き雇用されると見込まれる*労働者 

③ 日々雇用契約が更新される労働者でも、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時

から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる*労働者 

*「見込まれる」とは、労働契約書等により１年を超える期間まで引き続き雇用契約が締結されていることを指します。 

 

※２ 企業とは、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に定める「会社」又は会社法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第３条第２号に定める「特例有限会社」又は一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第２２条又は第１６３条の規定により成立した法人等（※３）を指しま

す。 

 

※３ 法人等には、次のものを含みます。 

・弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第３０条の２第１項で定める「弁護士法人」に該当するもの 

・公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第３４条の２の２第１項で定める「監査法人」に該当するもの 

・税理士法（昭和２６年法律第２３７号）第４８条の２で定める「税理士法人」に該当するもの 

・行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１３条の３で定める「行政書士法人」に該当するもの 

・司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第２６条で定める「司法書士法人」に該当するもの 

・弁理士法（昭和１２年法律第４９号）第３７条第１項で定める「特許業務法人」に該当するもの 

・社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号）第２５条の６で定める「社会保険労務士法人」に該当するもの 

・土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）第２６条で定める「土地家屋調査士法人」に該当するもの 

・医療法人、社会福祉法人、学校法人等法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表２の「公益法人等」に該当するもの 

なお、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用について公益法人等とみなされる、特定非営利活動促進法

（平成１０年法律第７号）第２条第２項で定める特定非営利活動法人を含むものとします。ただし、次の（ア）から

事業対象者は、テレワーク導入済みで、かつテレワークの定着・活用拡大を目指す、 

以下の（１）から（11）の要件をいずれも満たした企業等を対象とする。 

 

（１） 都内で事業を営んでいること 

（２） 常時雇用する労働者（※１）が２人以上 999 人以下の企業等（※２）であること 

（３） 都内に勤務する雇用保険被保険者である労働者を２人以上雇用していること。ただし、都内に

勤務する常時雇用する労働者のうち１人は、申し込み時点で６か月以上継続して雇用してお

り、かつ雇用保険被保険者であること 

（４） 過去５年間に重大な法令違反等がないこと（違法行為による罰則の適用を受けた場合、労働基

準監督署により違反の事実が検察官に送致された場合など） 

（５） 賃金や労働時間等に関する労働関係法令を遵守していること 

（６） 都税の未納付がないこと 

（７） 風俗営業、性風俗関連特殊営業、接客業務受託営業及びこれに類する事業を行っていないこと 

（８） 代表者、役員又は使用人その他の従業員が暴力団員等に該当する者でないこと 

（９） 東京都政策連携団体もしくは事業協力団体でないこと 

（10） 就業規則を作成して労働基準監督署に届出を行っていること（就業規則の作成・届出義務のあ

る常時雇用する労働者が 10 人以上の企業等のみ） 

（11） テレワーク規程を作成していること（就業規則の作成・届出義務のある常時雇用する労働者が

10 人以上の企業等は、労働基準監督署に届出を行っていること） 



（ウ）のいずれかを満たすものは除きます。 

（ア）同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主目的とするもの 

（イ）特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主目的とするもの 

（ウ）後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの 

・法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第３の「協同組合等」に該当するもの 

 


